


はしがき

“社労士受験基本書の決定版”が誕生した。
本書は、「受験生を最も楽に合格へ導く基本書」をコンセプトに、内容・構成・レイア

ウトすべてについて“使いやすさ”と“効率学習”を追究した結果に完成した、社労士受
験業界随一の良書である。日々現場で講義をする講師陣が、企画から執筆までを担当した。
具体的には、下記を特長とする。

（１）ムダを省いた“効率学習”を追究
情報量は多過ぎても有益ではない。“最短かつ確実合格”のための必要十分な内容に絞

るため、情報の取捨選択を慎重に行った。

（２）ビジュアル効果で学習ポイントが明確
初学者や独学者でもメリハリある学習ができるよう、ビジュアル化を図った。視覚的に
も“理解”と“知識の定着”を促進するため、図表をふんだんに用いている。

（３）過去問24年分（平成元年〜平成24年本試験問題）を記載
過去24年分に遡って本試験問題を検討し、試験対策上必要なものはすべて掲載した。社
労士試験において、過去問攻略は必須である。また、過去問は最良の予想問題でもある。
ポイントを押さえた学習を進めるためにも、早いうちから参考にしていただきたい。

（４）その他“学習を楽にする”ための工夫
科目ごとに「過去問出題傾向一覧表」「学び方」を掲載し、初学者の学習への取り組み
をスムーズにする「導入」を設けるほか、本文中にも細部にわたり学習をサポートする工
夫を凝らした。詳しくは、「本書の効果的活用法」の頁を参照されたい。

社労士試験にチャレンジされる皆さんに、必ずや合格を勝ち取っていただきたい。そう
いう願いのもと、本書は作成された。
社労士試験においては、法改正事項の出題確率が高くなっているため、本書中「改正」

のマークが付されている部分については、特に注意して学習していただきたい。
努力なくして合格はありえない。あとは皆さんの「やる気」にかかっている。本書を手

にした皆さんが最後まで健闘されることを、心より祈念する次第である。
なお、本書は、2012年10月22日時点において、2013年 4 月 1 日までに施行される法令

を基準として作成されたものである。
※発行日以後における法令の改正情報については、「インターネット情報提供サービス」
にてご提供いたします。

2012年11月吉日

	 株式会社東京リーガルマインド
	 LEC総合研究所
	 社会保険労務士試験部



本書の効果的活用法

厚
生
年
金
保
険
法

第
９
編

　2012年版出る順社労士 必修基本書844

●厚生年金保険法の学び方

［厚生年金保険法の学び方］

厚生年金保険法は、情報量という観点から見ると非常にボリュームのある
科目である。しかし、健康保険法や国民年金法の応用ともいうべき部分が

多く，頭を使って効率的に学習すれば、見た目ほどのボリュームは感じないであ
ろう。

第１章（総則）は、国民年金法の「総則」で学習したこととほぼ重なって
いる。同趣旨の規定の相違点をチェックしていただきたい。

　第２章（被保険者）と第３章（標準報酬月額及び標準賞与額）は、健康保険法
と比較しつつ学習すべき分野である。「被保険者」に関する問題は、毎年コンスタ
ントに出題されている。被保険者の種類に応じて、要件や資格の取得･喪失の時期
等をきちんと整理しなければならない。「標準報酬月額及び標準賞与額」について
は、健康保険法との相違点の学習に尽きる。
　第４章（届出等）は、暗記的色彩が強い分野である。届出の期限については、
試験までには正確に覚えなければならない。
　第５章（保険給付）は、量的に最も厚く、当然のことながら出題数も多い。「通則」
については、国民年金法と類似の構造となっているので、相違点に留意していた
だきたい。「老齢厚生年金」、「60歳台前半の老齢厚生年金」は、厚生年金保険法の
中で中核的な部分といえる。まず、支給開始年齢引き上げのプロセスを押さえ、
その後で、個々の制度を丁寧に学習する必要がある。「障害厚生年金及び障害手当
金」は、コンスタントに出題される。障害基礎年金をふまえた効率的な学習を心
がけていただきたい。「遺族厚生年金」も、遺族基礎年金をふまえつつ、知識を整
理しなければならない。
　第６章（積立金の運用及び費用の負担）では、「保険料」について健康保険法と
比較しつつ学習していただきたい。
　第７章（不服申立て及び雑則等）は、国民年金法との比較がポイントである。
　第８章（厚生年金基金）は、結構ボリュームがある。学習歴が浅い方は、細部
まで深入りする必要はないので、過去の本試験で問われている事項を中心に学習
すればよい。

厚生年金保険法は、他の科目の応用的要素が強い。初学者の方は、他の科
目の基礎が固まっていないため、十分な理解ができなくともやむを得ない。

まず、素直に本書を一読していただきたい。学習を積み重ねる中で、他の科目と
の比較がスムーズにできるようになれば、しめたものである。

1

2

3

各科目の「学び方」
を紹介
　初学者でも学習を
進めやすいよう、出
題傾向を踏まえ、学
習方法をガイダンス
しています。
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●過去問出題傾向一覧表

［過去問出題傾向一覧表］
■…選択式　●…択一式

出題項目
出題年度 本書

該当
ページ

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

総則 ● ● 855〜858

被保険者

被保険者の種類 860
当然被保険者 ● ● ● 861〜864
任意単独被保険者 ● ● ● ● 864〜865
適用除外 ● 865〜866
高齢任意加入被保険者 ● ● ● ● ● 866〜869
確認 869〜870
被保険者期間 ● ● 870〜873

標準報酬月額及び標準賞与額 ■ ● ● ● ● 875〜877
届出等 ● ● ● ● ● 879〜883

保険給付

通則 ● ● ● ● ● ● 885〜895
60歳台前半の老齢厚生年金 ● ● ● ■ ● ■ ● ● 895〜913
老齢厚生年金 ● ● ● ■ ● ■ ● ● 913〜920
障害厚生年金及び障害手当金 ● ● ● ● ● 921〜933
遺族厚生年金 ● ● ● ● ● ● 933〜946
離婚等をした場合における特例 ● ● ● ● ● 946〜952
被扶養配偶者である期間についての特例 ● 952〜957
その他の保険給付 ● ● ● ● 957〜960
保険給付の制限 ● ● 960〜962

積立金の
運用及び
費用の負
担

積立金の運用 964
国庫負担 ● 965
保険料 ● ● ● ● ● 965〜971

不服申立
て及び雑
則等

厚生年金保険事業の円滑な 
実施を図るための措置 973

不服申立て等 ● ● 974〜975
時効 ● ■ ● 975〜977
雑則 ● ● ● 977〜980

厚生年金
基金

通則 981
設立及び管理 ■ ● ● 981〜983
加入員 ● ● ● ● 983〜984
基金の行う業務 ● ● ● ● ■ 984〜989
合併及び分割 989〜991
確定拠出年金への移行 991
解散及び清算 ● ● 992
企業年金連合会 992〜994
その他 ● 994〜995

過去問出題傾向一覧表を掲載
　過去6年分の本試験問題を各科目の出
題項目ごとに一覧にしました。ある程度
学習が進んだら、参考にしてください。厚
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●厚生年金保険法の仕組み

各法律の全体構造を図式化
　学習を進める前に法律の全体構造を
把握することは、大変効果的です。
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●第3章 給付

平23択 ＊6
繰上げ支給を受ける
と、寡婦年金は支給停
止される。（×）

POINT ＊7
特別支給の老齢厚生年
金は、65歳に達した
ときに受給権が消滅す
るので、特別支給の老
齢厚生年金の受給権者
であった者も他の要件
さえ満たせば、老齢基
礎年金の支給繰下げの
申出をすることができ
る。
平10択  平14択  平15択  
平17択  

平24択 ＊8
寡婦年金の受給権者で
あった者は、老齢基礎
年金の繰下げ支給を受
けることはできない。

（×）→寡婦年金は、
65歳に達したときに
受給権が消滅するの
で、寡婦年金の受給権
者であった者も他の要
件を満たせば、老齢基
礎年金の支給繰下げの
申出をすることができ
る。

POINT ＊9
平成19年４月１日以
後に老齢厚生年金の受
給権を有することとな
った者に係る老齢基礎
年金の支給繰下げの申
出は、老齢基礎年金単
独で又は老齢厚生年金
の支給繰下げの申出と
同時に行うことができ
る（則16条4項）。

③寡婦年金の受給権は、繰上げ支給の老齢基礎年金の受給権を
取得したときは、消滅する（法附則9条の2第5項）。 平 1 択    

平 2 択　平 7 択　 平16択 　 平23択 　＊6

6 �老齢基礎年金の支
し

給
きゅう

繰
くり

下
さ

げ（法28条）……重要度

(1)支給繰下げの要件（法28条1項）
老齢基礎年金の受給権を有している者が次の①及び②の要件
を満たしたときは、厚生労働大臣に当該老齢基礎年金の支給繰
下げの申出をすることができる。
①66歳に達する前に、老齢基礎年金を請求していなかったこ
と
②65歳に達したとき又は65歳に達した日から66歳に達した日
までの間において次の⒜又は⒝の年金給付の受給権を有してい
ないこと
⒜国民年金の他の年金給付（付加年金を除く）
⒝被用者年金各法による年金たる給付（老齢又は退職を支給事
由とするものを除く）

①老齢基礎年金の受給権を有する者であって66歳に達する
前に当該老齢基礎年金を請求してなかったものは、厚生労働
大臣に当該老齢基礎年金の支給繰下げの申出をすることがで
きる。 平21択 　＊7　＊8　＊9

ただし、その者が 65歳 に達したときに、他の年金給付
（ 付加年金 を除く。以下同じ）若しくは被用者年金各法によ
る年金たる給付（ 老齢又は退職 を支給事由とするものを除
く。以下同じ）の受給権者であったとき、又は 65歳 に達し
た日から66歳に達した日までの間において他の年金給付若
しくは被用者年金各法による年金たる給付の受給権者となっ
たときは、この限りでない。 平21選 平 3 択 平 5 択 平14択 平21択

②66歳に達した日後に他の年金給付若しくは被用者年金各
法による年金たる給付の受給権者となった者が、他の年金給
付若しくは被用者年金各法による年金たる給付を支給すべき
事由が生じた日（受給権者となった日）以後①の申出をした
ときは、支給すべき事由が生じた日（受給権者となった日）
において、①の申出があったものとみなす。

重要度を で
ランク付け
　学習のメリハリ付けに役立ちます。

過去問を例示
　過去24年分の本試験問題からピッ
クアップ。誤りの箇所に下線を付け、
正誤を（○）（×）で示しました。理
解と知識の確認ができます。

多彩なマークで学習の効率アップ

重要ポイントを解説
特に出題実績の高いところ
発展学習。余力があればおさえたい
試験に直接は出題されない関連事項
おさえておくべき行政通達
おさえておくべき行政手引
過去本試験で出題された判例
平成8年本試験記述式問題
平成12年本試験選択式問題
平成19年本試験択一式問題
直近に改正された事項
学習内容に関連する最近話題の事項

POINT

出る

発
展

参 考

通達

行政手引

判 例

平 8 記

平12選

平19択

改正

　過去の本試験において出
題された重要語句が確認で
きます。

選択式（記述式）の出題
箇所を明示

＊7＊7
特別支給の老齢厚生年特別支給の老齢厚生年

　＊　＊77　＊　＊

　側注が本文のどの部分に
対応するのかが明確です。

側注の本文対応箇所が
一目瞭然

A事業主 B事業主

標準報酬月額

被保険者

報酬月額相当額 A 報酬月額相当額 B

報酬月額A＋B
決定

A事業主負担分 A
A＋B

1
2××被保険者の保険料：

B事業主負担分 B
A＋B

1
2××被保険者の保険料：

「読む理解」＋「見る理解」
豊富な図表で、視覚的にも“理
解の促進”と“記憶の定着”を
図ります。

確認テスト確認テスト

11 厚生年金保険法において賞与とは、賃金、給料、俸給、手当、賞与その他いかな
る名称であるかを問わず、労働者が労働の対償として受けるすべてのもののうち、
3月を超える期間ごとに受けるものをいう。

22

44

厚生年金保険の標準報酬月額は、58,000円（第1級）から1,210,000円（第
47級）までの47等級に区分されている。

厚生労働大臣は、被保険者が賞与を受けた月において、その月に当該被保険者が
受けた賞与額に基づき、これに100円未満の端数を生じたときはこれを切り捨
てて、その月における標準賞与額を決定する。

33 報酬又は賞与の全部又は一部が、通貨以外のもので支払われる場合においては、
その価額は、その地方の時価によって、厚生労働大臣が定める。

1.〇〇 2.××　厚生年金保険の標準報酬月額は、被保険者の報酬月額に基づき、
98,000円（第1級）から620,000円（第30級）までの30等級に区分されている。   
3.〇〇 4.××　標準賞与額を決定する際の端数処理については、1,000円未満を切り捨

解答解答

確認テスト
　各項目で学習した知識を問題
を解くことで再確認します。
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労働基準法は、「賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法
律でこれを定める」という日本国憲法第27条第2項の規定に基づいて、「労働
条件の最低基準」を具体的に定めることとした、個別的労働関係の基本法とい
うべき法律です。その基本的な考え方は「労働者を保護すること」にあります。

例えば、労働時間について、民法の「契約自由の原則」に従えば、労働者と
使用者は、「1日の労働時間は12時間とする」という内容の労働契約を取り交
わすことも可能ですが、これを放置すれば、使用者に比べて立場の弱い労働者
の権利を十分に保護することができず、労働者が「人たるに値する生活」を営
むことが困難になりかねません。そこで労働基準法では、労働時間について、
原則として「1日8時間、1週40時間」を超えないものとすることを法定し、
これを下回る労働条件を定める労働契約は、その部分を無効として、労働基準
法で定める基準にまで労働条件を強行的に引き上げることを定めているのです。

また、労働基準法は、労働条件の最低基準を定めるとともに、その多くの規定
について、これに違反した使用者等に対して罰則を設けることで、法の内容が守
られるよう、実効性を確保しています。このように、労働基準法は、民法の特別
法であるとともに、行政官庁による監督指導や罰則による履行の確保を図ってい
る点で、民事上の効力のみを有する労働契約法とは異なる性格を有しています。

［労働基準法はこんな法律です！］

［さらに本書を有効活用！「レジュメオーダー販売」！］
詳細はこちら！⇒www.lec-jp.com/system/resume/index.html

講師からのアドバイス

労働基準法は、基本となる条文からの出題のみならず、判例・
通達からの出題も多くみられるため、これらに関する出題に
対応できる力を養う学習が必要となります。しかし、出題可
能性がある条文や判例・通達は膨大な範囲に及ぶため、単純
な暗記では対応が困難ですし、すべての判例や通達にあたる
ことは合理的な学習方法とはいえません。そこで、「労働者
保護」の基本法である労働基準法の趣旨を常に意識しながら、
具体的な場面を想起しつつ基本となる条文の理解に努め、労
働基準法的な「考え方」をマスターするように心がけるとよ
いでしょう。労働基準法の基本的な考え方がマスターできれ
ば、法の趣旨等をもとに判断・解釈を示した判例・通達は自
ずと対応できるようになってくる部分が多くあるためです。

［労基法の試験対策と学習の進め方］

山口 耕司郎 講師
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［労働基準法の学び方］

労働基準法は、労働条件の最低基準を定めた法律であり、その目的は労働
者が「人たるに値する生活」、すなわち健康で文化的な生活を営むことがで

きるようにすることである。そのため、労働基準法の定める最低基準に達しない
労働条件を定める労働契約は、労働基準法に定める基準によるものとする私法上
の強行法規としての側面を持つ。また、同法は、その大部分の規定について、違
反した場合に刑罰を科す取締法規としての側面を持つ。
　学習に当たっては、この労働基準法の目的と性質を踏まえて、各規定の制度趣
旨の理解に努めるとよいであろう。

第１章（総則）では、労働基準法の基本原則や用語（労働者、使用者等）
の定義について学習する。基本原則については、趣旨を踏まえた上で、「何

が禁止されているのか」に着目する必要がある。次の第２章（労働契約）では、
解雇に関する法規制が頻出事項といえる。規制の趣旨を理解した上で、原則と例
外について、きちんと整理する必要がある。
　第３章（賃金）、第４章（労働時間、休憩、休日）、第５章（年次有給休暇）では、
労働者の労働条件の内容面について学習する。第３章は、賃金の支払の５原則が
メインテーマである。続く第４章は、他の章に比べボリュームがあるのみならず、
近年の法改正によって複雑な制度が導入されていることからも、労働基準法の学
習の中で最もエネルギーを注がなければならない分野である。第５章では、年次
有給休暇の権利の発生（付与要件、付与日数等）はもちろん、比例付与、計画的
付与といったテーマも重要である。
　第６章（年少者）、第７章（妊産婦等）は、一般労働者の規定と異なる部分につ
いて、丁寧な学習が必要となる。
　第８章以降では、第９章（就業規則）が学習の中心となる。

近年は、判例や通達を素材とした出題が多く、これらの学習にも力を注ぐ
のは当然である。しかし、判例、通達の結論部分を単に暗記するような学

習では、効果が上がらないだろう。これらを条文の解釈を示すものと位置付け、
条文の趣旨をふまえた「理解」を心がけるようにしたい。

1

2

3
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［過去問出題傾向一覧表］
■…選択式　●…択一式

出題項目
出題年度 本書

該当
ページ

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

総則

労働条件に関する基本原則 ■ ● 31〜33
平等原則 ● ● ● ● ● 33〜34
労働者の人権擁護 ■ ● ● ● ● 34〜36
適用事業･用語の定義 ● ● ■ ● ● 36〜44

労働契約
労働契約の締結 ■ ■ ● ■ ● ● 46〜51
不当な身柄拘束の禁止 ● ● 51〜54
労働契約の終了 ● ● ● ● ● 54〜61

賃金
賃金の支払 ● ■ ● ● ■● ● 63〜67
賃金額の保障 68

労働時間、
休憩、休
日

労働時間の原則と特例 ● ● ● ● 70〜71
変形労働時間制 ● ● 71〜79
休憩 ● ● ● ● 79〜81
休日 ● ● ● 81〜82
時間外・休日労働 ● ● ● ● ● 82〜92
労働時間の算定方法 ● ● ● 92〜98
適用除外 ● ● ■ ■ 98〜99

年次有給休暇 ● ● ■ ● ■ ● 101〜107

年少者
未成年者、年少者、児童の定義 109
年少者の労働契約 ● 109〜111
年少者の労働条件 ● ● 112〜115

妊産婦等 ● ● ■ ● 117〜121
災害補償 122〜123

就業規則
就業規則の作成 ● ● ● ● 124〜126
就業規則の制限 ● ● ● 126〜128

寄宿舎 ● 129〜130
監督機関 ● ● 131〜132
雑則・罰則 ● ● ● ● ● ● 133〜138
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［労働基準法の条文構成］

①労働者の具体的な労働条件（労働時間、賃金等）に関し規制を行う前提として、
労働契約自体の法的規制が問題となる。
②年少者や妊産婦等に関する諸規定は、労働条件等について、一般労働者の規
制の特則を定めている。
③労働者が勤務する職場におけるルールは、就業規則において具体化されるの
が通例である。
④労働基準法上の諸規制を実効化するために、監督機関や罰則に関する諸規定
が設けられている。

総則

労働契約
労働契約の原則等→（労働契約法）

就業規則
労働契約との関係→（労働契約法）

寄　宿　舎

年少者
妊産婦等賃金

最低賃金→（最低賃金法）
労働時間・休憩・休日・年次有給休暇
安全衛生→（労働安全衛生法）
災害補償→（労働者災害補償保険法）

監督機関
罰則
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第1章 総則

POINT ＊1
「労働条件」とは、賃金、
労働時間、解雇、災害
補償、安全衛生、寄宿
舎等に関する条件をす
べて含む労働者の職場
における一切の待遇を
いう。ただし、雇入（採
用）は労働条件に含ま
れない。
平 2 択  平16択

通達 ＊2
「人たるに値する生活」
とは、一般の社会通念
によって決まるもので
あり、労働者本人のみ
でなく、その標準家族
をも含めて考えるべき
も の で あ る（ 昭
22.9.13発 基17号、
昭 2 2 . 1 1 . 2 7 基発
401号）。

1 �労働条件の原則（法1条） ………………………… 重要度

▶「この基準を理由として」というのは、労働基準法に規定が
あることが、その労働条件低下の決定的な理由となっている場
合をいう。したがって、社会経済情勢の変動等他の決定的な理
由による労働条件の低下は、本条に抵

てい

触
しょく

するものではない（昭
63.3.14基発150号）。 平12択

第一節 労働条件に関する基本原則

①労働条件は、労働者 が人たるに値する生活を営む ための
必要を充たすべきものでなければならない。平 9 記　 平19選  
平 2 択　＊1　＊2

②この法律で定める労働条件の基準は最低のものであるか
ら、労働関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を
低下させてはならないことはもとより、その向上を図るよう
に努めなければならない。平 2 択　 平18択

条 文

上記①は、日本国憲法25条1項（健康で文化的な最低限度の生活の保障）
と趣旨を同じくするものであり、労働者が人間として価値のある生活を営
む必要を充たすべき労働条件を保障することを宣明した規定である。

また、上記②においては、労働基準法の定める労働条件の基準は最低の
ものであるとして、労使当事者がこの法律の基準を理由として労働条件を
引き下げてはならないことはもとより、むしろその向上を図るように努め
ることを義務づけている。

趣 旨
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POINT ＊1
労働協約とは、労働組
合と、使用者又はその
団体との間で労働条件
等に関して合意したも
のである。

POINT ＊2
就業規則とは、使用者
が事業場における職場
規律や労働条件を画一
的に定めたものであ
り、労働者に周知させ
ることによって、その
効力を発することとな
る。
就業規則は、合理的な
労働条件を定めている
限り、法的規範性が認
められる。

POINT ＊3
労働契約とは、個々の
労働者と、使用者との
間で労働条件等に関し
て合意した契約であ
る。

発
展＊4

就業規則よりも有利な
労働条件を定める労働
契約については、労働
契約が優先するが、労
働協約よりも有利な労
働条件を定める労働契
約については、原則と
して労働協約が優先す
る。これは、就業規則
については労使の合意
が要件とされていない
のに対し、労働協約は
労使の合意により定め
られるものであるため
である。

2 �労働条件の決定（法2条） ………………………… 重要度

▶労働基準法で定める基準に達しない労働条件を定める労働契
約は、その部分については無効とする。この場合において、無
効となった部分は、この法律で定める基準による（法13条）。
▶労働協約に定める労働条件その他の労働者の待遇に関する基
準に違反する労働契約の部分は、無効とする。この場合におい
て無効となった部分は、労働協約に定める基準による（労働組
合法16条）。
▶就業規則で定める基準 に達しない 労働条件を定める	
労働契約 は、その部分については、無効とする。この場合に
おいて、無効となった部分は、就業規則で定める基準による（労
働契約法12条）。 平16選

▶労働基準法で定める基準に達しない労働条件を定める契約の
部分を無効とする労働基準法の効力を、強

きょう

行
こう

的
てき

効
こう

力
りょく

という。
また、無効となった部分を労働基準法で定める基準によること
とする労働基準法の効力を、直

ちょく

律
りつ

的
てき

効
こう

力
りょく

という。この強行的
効力と直律的効力をあわせて「規

き

範
はん

的
てき

効
こう

力
りょく

」という。なお、労
働協約、就業規則についても規範的効力がある。

①労働条件は、労働者と使用者が、 対等の立場において 決
定すべきものである。平 9 記　 平19選

②労働者及び使用者は、労
ろう

働
どう

協
きょう

約
やく

、 就
しゅう

業
ぎょう

規
き

則
そく

及び労
ろう

働
どう

契
けい

約
やく

を 遵
じゅん

守
しゅ

し、誠実に各々その義務を履
り

行
こう

しなければならない。
平15択 　 平21択 　＊1　＊2　＊3

条 文

労働者と使用者との現実の力関係の不平等を解決するため、労働条件の
決定は労使対等のもとに決定すべきことを明らかにし、さらに労働条件を
定める労働協約、就業規則及び労働契約の遵守義務を定めたものである。

趣 旨

優先 優先
労働契約法令 労働協約≧ ≧ ≧就業規則

優先
＊4

［効力関係］
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判 例 ＊5
労働基準法3条は労働
者の信条によって賃金
その他の労働条件につ
き差別することを禁じ
ているが、これは、雇
入れ後における労働条
件についての制限であ
って、雇入れそのもの
を制約する規定ではな
い（最高裁大法廷判決
昭48.12.12三 菱 樹
脂事件）。平 9 択
平21択

平23択 ＊6
労働基準法第３条は、
法の下の平等を定めた
日本国憲法第14条と
同じ事由で、人種、信
条、性別、社会的身分
又は門地を理由とした
労働条件の差別的取扱
を禁止している。（×）
→法3条の規定に「性
別」は含まれていない。
なお、本問の「人種」
及び「門地」について
はいずれも「社会的身
分」に含まれるものと
解されている。

発
展＊7

賃金における差別的取
扱とは、直接的な賃金
額の差別的取扱だけで
はなく、間接的に賃金
額の問題となり得る賃
金体系や賃金形態等に
ついての差別的取扱も
含むものとされる。

▶法1条違反、法2条違反については、訓
くん

示
じ

的
てき

規
き

定
てい

のため、罰
則の適用はない。 平13択

1 �均
きん

等
とう

待
たい

遇
ぐう

（法3条） …………………………………… 重要度

▶労働者を有利に取り扱っても不利に取り扱っても差別的な取
扱であるが、この有利、不利は一般の社会通念による。
▶本条は、労働者の国籍、信条又は社会的身分という限定され
た理由による差別的取扱を禁止しているものであって、性別を
理由とする差別的取扱は禁止していない。ただし、法4条及び
男
だん

女
じょ

雇
こ

用
よう

機
き

会
かい

均
きん

等
とう

法
ほう

に禁止規定がある。 平14択 　 平19択 ＊6

2 �男女同一賃金の原則（法4条） ………………… 重要度

第二節 平等原則

使用者は、労働者の国籍、信
しん

条
じょう

又は社会的身分を理由として、
賃金、労働時a間その他の労働条件について、差別的取扱を
してはならない。平 1 択  平11択  平24択　＊5

条 文

日本国憲法14条1項（法の下の平等）をふまえ、国籍、信条又は社会的
身分を理由とする労働者の差

さ

別
べつ

待
たい

遇
ぐう

を禁止したものである。

趣 旨

使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金につい
て、男性と差別的取扱いをしてはならない。平20択  平24択 　＊7

条 文

わが国における従来の国民経済の封建的構造のため、男性労働者に比べ
一般的に低い地位にあった女性労働者の社会的、経済的地位の向上を賃金
に関する差別待遇の廃止という面から実現しようとするものである。

趣 旨
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発
展＊1

本条違反については、
労働基準法で最も重い
罰則（１年以上10年
以下の懲役又は20万
円以上300万円以下
の罰金）が科せられる

（法117条）。 平21択

平13択 ＊2
労働基準法5条の適用
については、労働を強
制する使用者と強制さ
れる労働者との間に労
働関係があることが前
提となるが、その場合
の労働関係は必ずしも
形式的な労働契約によ
り成立していることを
要求するものではな
く、当該具体例におい
て事実上労働関係が存
在すると認められる場
合 で あ れ ば 足 り る。

（〇）

▶差別的取扱とは、女性であることを理由として、賃金について
有利な取扱いをする場合も含む（平9.9.25基発648号）。平 5 択

平10択 　 平12択 　 平21択

▶就業規則に労働者が女性であることを理由として、賃金につ
いて男性と差別的取扱をする趣旨の規定があっても現実に男女
差別待遇の事実がない場合には、その規定は無効であるが、本
条違反とはならない（平9.9.25基発648号）。

1 �強制労働の禁止（法5条） ………………………… 重要度

▶「精神又は身体の自由を不当に拘束する手段」には、長期労
働契約（法14条）、労働契約に付随する賠

ばい

償
しょう

額
がく

予
よ

定
てい

契
けい

約
やく

（法16
条）、前

まえ

借
がり

金
きん

相
そう

殺
さい

（法17条）、強
きょう

制
せい

貯
ちょ

金
きん

（法18条）等が該当する。
▶労働を強制したというのは、必ずしも労働者が現実に労働す
ることを必要とはせず、意思を抑圧して労働することを強要し
たものであれば本条違反となる（昭23.3.2基発381号）。

第三節 労働者の人権擁護

使用者は、暴
ぼう

行
こう

、脅
きょうはく

迫、監
かん

禁
きん

その他精神又は身体の自由を
不当に拘

こう

束
そく

する手段によって、労働者の意思に反して労働を
強制してはならない。平 1 択　 平10択 　 平20択 　＊1　＊2

条 文

わが国にかつてみられた暴行、脅迫などによって労働者を強制する封建
的な悪習を排除しようと、憲法18条（奴

ど

隷
れい

的
てき

拘
こう

束
そく

及び苦
く

役
えき

からの自由）
をふまえ、精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によっての労働者の
意思に反する強制労働を禁止したものである。

趣 旨



　2013年版出る順社労士 必修基本書 � 35

●第1章 総則

労
働
基
準
法

第
１
編

POINT ＊3
法律に基づいて許され
る場合とは、職業安定
法、船員職業安定法又
は建設労働者の雇用の
改善等に関する法律に
基づいて有料職業紹介
を行う場合をいう。

通達 ＊4
「業として」とは、主
業であると副業である
とを問わず同種の行為
を反復継続することを
いい、1回の行為であ
っても、反復継続する
意思があれば、これに
該当する（昭23.3.2
基発381号）。
平13択

通達 ＊5
使用者が公民権の行使
を労働時間外に実施す
べき旨定めたことによ
り、労働者の就業時間
中の選挙権行使請求を
拒否すれば違法である

（ 昭23.10. 30基 発
1575号）。

平23択 ＊6
公職の就任を使用者の
承認にかからしめ、そ
の承認を得ずして公職
に就任した者を懲戒解
雇に付する旨の就業規
則条項は、公民権行使
の保障を定めた労働基
準法第７条の趣旨に反
し、無効のものと解す
べきであるとするのが
最高裁判所の判例であ
る。

（○）（最高裁第二小法
廷 判 決　 昭38.6.21
十和田観光電鉄事件）

2 �中
ちゅう

間
かん

搾
さく

取
しゅ

の排除（法6条） ………………………… 重要度

▶「労
ろう

働
どう

者
しゃ

派
は

遣
けん

」については、派
は

遣
けん

元
もと

と労働者との間の労
ろう

働
どう

契
けい

約
やく

関
かん

係
けい

及び派
は

遣
けん

先
さき

と労働者との間の指
し

揮
き

命
めい

令
れい

関
かん

係
けい

を合わせたも
のが全体としてその労働者の労働関係となることから、労働関
係の外にある第三者が他人の労働関係に介入するものではない
（平11.3.31基発168号）。 平14択 	 平15択

3 �公
こう

民
みん

権
けん

行
こう

使
し

の保障（法7条） …………………… 重要度

何
なん

人
ぴと

も、法律に基いて許される場合の外
ほか

、業
ぎょう

として他人の就
業に介入して利益を得てはならない。平20択　 平23択 　＊3　＊4

条 文

本条は、労働者の労働関係の開始・存続に関与したピンハネ等の不当な
賃
ちん

金
ぎん

搾
さく

取
しゅ

を職業安定法とともに禁止することを目的とするものである。

趣 旨

派遣元 派遣先
労働者派遣契約

労働契約関係 指揮命令関係

労働者

［派遣の労働関係］

平24選

使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権その他公
こう

民
みん

としての
権利を行使し、又は 公

おおやけ

の職務を執行するために必要な時間
を請求した場合においては、拒んではならない。但し、権利
の行使又は公の職務の執行に妨げがない限り、請求された時
刻を変更することができる。 平20選 　平 1 択　 平24択 　＊5　＊6

条 文
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確認テスト

1 労働基準法で定める労働条件の基準は最低のものであるから、労働関係の当事者
は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならないことはもとより、そ
の向上を図るように努めなければならない。

2

4
5

6
7

労働者及び使用者は、労働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、誠実に各々そ
の義務を履行しなければならない。

使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金について、男性と差別的
取扱いをしてはならない。

使用者が、労働者の精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によって、労働者
の意思に反して労働を強要した場合であっても、現実に労働者が労働していなけ
れば労働基準法に違反することとはならない。

業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業した期間の日数及びその期間
中の賃金は、いずれも労働基準法の平均賃金の算定の基礎から除かれる。

臨時に支払われる賃金及び3箇月を超える期間ごとに支払われる賃金は、いずれ
も労働基準法の平均賃金の算定の基礎となる賃金総額には算入されない。

3 使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、労働条件について、
労働者を不利に取り扱ってはならないが、有利に取り扱うことはできる。

1.〇　2.〇　3.×　有利に取り扱うことも差別的な取扱いとなるため、均等待
遇の規定に反することとなる。　4.〇　5.×　現実に労働したか否かにかかわらず、労
働者の意思を抑圧して労働することを強要したものであれば、労働基準法違反となる。
　6.〇　7.〇

解答
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